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岐阜市環境基本計画に掲げる循環型社会の実現に向け、今後のごみ減量・資源化施策の行程を示す

新たな「ごみ減量・資源化指針」を策定しました。 

概要版 

ごみ焼却量約 10万 t(29,000tの削減)の水準は、 

人口が今の 41万人前後で推移する前の昭和 40年代後半のごみ焼却量となります 
 

 
家族で一緒に 

実践することで、 

未来の環境を守り、 

目標の達成を目指します。 

■取り組み目標 
一人あたりの集団回収量中核市第 16位の地域力を礎に、 

ごみ焼却量１０万 t以下を目指します(ピーク時※の 1/3 以上削減) 
～ごみ焼却量 29,000t以上の削減～ (H27 年度比) 

 

※H9 年度の焼却量 15.6万 t と比べて 

※S51～S53 年度の急激な増加は、S51 年 9 月の 9.12 水害(台風 17 号)に伴う粗大ごみ等の排出処理による。 

指針の取り組み期間は 平成 37 年度までとします。(基準年度は平成 27 年度) 

 

■取り組み期間 

①ごみの中から資源化できそうな量として、17,000～24,000t あると試算しています。 
※H27 年度ごみ組成調査結果から試算。 

②温室効果ガス(CO2)を 26%削減※するためには、30,000t 焼却量を減らす必要があります。              
※国が掲げる 2030 年度(H42 年度)までの目標(H25 年度比)を廃棄物分野に当てはめて試算。 

③現在の処分場※を、4年以上長く使うためには、30,000t 焼却量を減らす必要があります。                
※大杉一般廃棄物最終処分場の埋立計画期間は 15 年。焼却量の削減を 2.3%/年として試算 

④ごみ減量(一人あたりのごみ焼却量)の先進都市※となるためには、28,000t 焼却量を減らす必要があります。 
※中核市の一人あたりのごみ焼却量が少ない上位 10 都市の平均値(福山市を除く)から試算。(H26 年度値) 

取り組み目標の根拠は、 ※H27 年度のごみ焼却量と比較して試算 

■ごみ減量の目的 

有限な資源を賢く循環して
いくことが、快適な生活環境
につながります。 

①快適な 
生活環境の保全 

②安定した 
ごみ処理サービスの提供 

ごみ処理施設を長く使用す
ることが、財政負担の軽減に
つながります。 

[焼却施設] 

[埋立施設] 

③ごみ減量行動の礎と 
なる地域の絆 

ごみ問題の解決には、地域の
自立・絆の強さが必要となり
ます。 

 焼却処理された家庭系普通ごみ(平成 27 年度 80,078t)及び事業系普通ごみ(平成 27 年度 39,067t)に

は、リサイクル可能な資源(紙類、生ごみ類、プラ類)が多く含まれています。 

■ごみの現状 

■指針の進行管理 
 指針の進ちょく状況は、定期的に点検・評価し、必要に応じて見直しを行います。 
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ご み 減 量 資 源 化 指 針 
 

１
３

／

ごみ１／３減量大作戦 

 岐阜市リサイクルセンターが更新される平成 34年度以降に、その他プラスチック製容器包装類(「白

色トレイ」「色つきトレイ」「発泡スチロール」「プラスチック製容器包装」)の分別収集を開始します。 

■その他プラスチック製容器包装類の分別収集 

プラマークのついたものを集める 水洗いで汚れを落とす 

その他プラ収集日 
汚れを落としたもの 汚れのひどいもの 

市民への啓発 資源の収集 
岐阜市リサイクルセンター 

にて選別、圧縮・梱包 

市民の役割 

行政の役割 

再商品化 

平成 29年 3月 

岐阜市自然共生部循環型社会推進課 

「ごみ 1/3減量大作戦」市民運動 

(詳細な収集方法は検討中) 
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基本施策➏  

ごみ減量の情報を 

共有できる仕組みをつくる 

基本施策➎  

生活様式にあわせた 

資源分別の機会をつくる 

基本施策➍ 

温暖化対策に向け、 

ごみ減量の取り組みを進める 

基本施策➌    

再利用できる資源を 

ごみの中から抜き出す 

基本施策➋ 

ごみ排出量に応じた 

負担を公平にする 

基本施策➊ 

毎日の生活の中でごみ 

減量意識を習慣化する 

■目標達成のための３つの基本方針と６つの基本施策 
 次の 3つの基本方針と 6つの基本施策に基づき、これまでの取り組みを継続しつつ、新たな取り組みを加え、市民や事業者、市が地域の中で一体となった運動として進めていきます。 

ごみの発生を抑制する 
仕組みをつくる 

基本方針 

ごみの中の資源を 
循環し、再利用する 

基本方針 

地域の絆の中で、 
ごみ減量を進める 

基本方針 １ ２ ３

3つの基本方針と 6つの基本施策を横断的に取り組み、 

「ごみ 1/3減量大作戦」市民運動により、６つの作戦を推進していきます。 

★普通ごみの処理有料化について検討します。 
 作戦①～⑤の取り組みにより、ごみ削減効果がみられないと判断した際

には、普通ごみの処理有料化に向けた検討を開始します。 
＜有料化検討の判断基準＞ 
 毎年度のごみ削減量を点検し、目標年度である平成 37 年度に見込まれる

一人あたりのごみ焼却量が中核市の平均レベルに達しないと判断した時
点で、ごみ処理有料化に向けた検討を開始 

★立入事業所への指導を強化します。 
 立入調査等による個別指導を強化します。 

★事業所から排出される生ごみの減量を推進しま
す。 

 飲食店や宿泊施設などの生ごみ減量を支援します。 

★事業所で働く人に向けて、“オフィスでちょっとご
み減量”運動を展開します。 

 オフィス等において実践できるごみ減量手法を提案します。 

★エコイベントへの参加を促進します。 
 エコイベントで事業所の取り組みを市民に啓発します。 

★事業系ごみの減量、資源化手法を調査します。 
 業種や事業規模ごとに適したごみ減量・資源化手法を情報提供します。 

★その他プラスチック製容器包装類
を分別収集します。 

 容器包装リサイクル法に基づき、その他プラスチック
製容器包装類を分別収集します。 

★リユース品の利用を拡大します。 
 フリーマーケットの開催情報の提供などにより、リユ

ース品の利用を拡大します。 

★店頭回収を推進します。 
 トレイなど回収する店舗を支援します。 

 
 

★雑がみの分別回収を促進しま
す。 

 雑がみの分別回収を啓発し、“日本一の雑がみ
リサイクルのまち”を目指します。 

★紙類を集める回収拠点を拡充
します。 

 紙類を集める回収拠点を、身近な場所に設置
します。 

 

 

★市民が参加しやすい資源分別回 
収事業を構築します。 
地域活動への参加意義を周知し、資源分別回収の
実施回数や時間、回収方法を見直します。 

★資源回収の情報を入手しやすい
仕組みを整備します。 
資源分別回収の回収場所や時間など、インターネ
ットや SNSを活用し、情報の入手方法の充実を図

ります。 

作戦１多様な資源ごみ回収の仕組みをつくる 700t 

作戦６ 
ごみ処理有料化制度の導入を検討する 

2,200t 作戦５事業系ごみを減らす 

2,010t 

作戦ごとに見込む焼却量の削減目標です ○○t 

作戦４プラスチックごみを減らす 

3,100t 

作戦２紙ごみを減らす 2,400t 

 
 

[環境配慮製品] 

[過剰包装の抑制] 

消費行動の環境配慮 
公平な費用負担 

[ごみ処理費用の分担] 

[減量意識の習慣化] 

作戦３生ごみを減らす 
★生ごみ減量キャンペーンを推進し
ます。 

 すべての市民が実践できる、生ごみ減量の手法を確

立し、生ごみをつくらない生活様式を普及します。 

★生ごみの地産地消を推進します。 
 ダンボールコンポスト及びボカシ等を普及し、生ご

みからできた堆肥を家庭や地域で利用します。 

★生ごみ堆肥化推進事業を活用し、
循環型社会の啓発をします。 

 生ごみ堆肥の利用を通して、市民に循環型社会の啓
発を行います。 

★民間活力を生かした資源化ルー
トを把握し、市民が利用しやすい
環境を整えます。 
買い物のついでに資源ごみを持ち込める店頭回収
など資源化方法やルートを把握します。 

★ごみの排出状況や資源化手法を
調査します。 
焼却ごみに含まれる資源の排出状況や分別・資源
化手法を調査します。 

★脱・使い捨て意識を醸成し、リター
ナブル製品の利用を促進します。 

 “使い捨てをしない”意識を醸成し、紙ごみの発生 

を抑制します。 

★難再生古紙のリサイクル技術等 
を調査します。 

 リサイクルが困難とされる古紙の再生手法を調査 
します。 

★直接投入型ディスポーザーの導
入を検討します。 

 生ごみを下水道を通じて下水処理し、下水汚泥

の焼却灰を資源化します。 

★生ごみの資源化技術等を調査し
ます。 

 より望ましい資源化手法を検討します。 

★マイバッグ運動によりレジ袋
の利用を抑制します。 
マイバッグ運動を充実します。 

★持続可能な“地球生活”を考え
よう運動を展開します。 

 地球規模でプラスチックごみの減量を考える
運動を展開します。 

 

ごみ焼却量を 1/3削減するには、多くの市民の協力が必要です。 

★は平成 28年度以降の新たな取り組みです 


